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はじめに
本稿は，教員の資質・能力の向上策を追求するという関心から，オーストラリアにおける教員養成
プログラムの認定制度に着目し，その機能と意義を明らかにすることを目的とする。オーストラリア
では日本のような「課程認定」－という概念は存在せず，教育学部の中に設定された教員養成コースの
個々のプログラムについて認定が行われている。認定の主要な機能としては，教員の専門職としての
適格性とその能力を社会全体に対して保証することがあげられ，教員の資質・能力と深い関係を有し
ている。OECDの調査でも，多様な教員養成機関が存在する現在において，認定は対象となるプロ
グラムが教育分野一般にわたる基準を満たしており，資質・能力が適切に育成されていることを保証
する有効な手段であることが明らかにされている（1）。
しかしながら，教員養成プログラムの認定が教員の質的向上につながるためには，認定の目的，基
準，方法とプロセス，実施機関などが重要な要素となる。たとえば，認定は教員養成課程の学生が何
を身につけ，何ができるようになるべきかという養成の結果に重点を置くべきであるという指摘があ
る（2）。それは，養成プログラムの結果ではなく，カリキュラムや学習のプロセスに認定の重点を置
きすぎると，画一的なプログラムにつながり，革新の範囲を狭めてしまう恐れがあるからである。こ
の点に関して日本では，教員養成に対する理念（養成しようとする教員像）が十分に確立していない
大学が存在することや，教員養成課程において学生に身につけさせるべき最小限必要な資質能力が確
実に育成されていないことなどが文科省によって指摘されながら（3），該当する課程が実際には認定
されているという矛盾が存在する。
日本では教員養成の課程認定が実施されているが，勝野は課程認定に関して，基準の変化とその適
用の実態を，認定制度導入時にまで遡って分析することの必要性を指摘し，分析の結果，認定制度
には質的保証と質的統制の二面性があることを確認している。さらに，教員養成課程の質的水準の維
持および向上を巨的として2006年7月の中央教育審議会答申で宣言された，事前評価から事後評価
へと重点を移行する総合的評価体制の構築が，戦後の教員養成制度の転換点となることも指摘してい
る（4）。また，小野瀬は米国テキサス州における教員養成評価制度に関して，認定手続きを事例とし
て教員養成機関に対する州の機能が変容していることを明らかにし，これまでの設置認定という機能
に人事権や教員養成課程の具体的内容への介入や関与が付加されるようになり，このことが教員養成
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機関の自主的な改革や評価の取り組みに対する阻害要因になることを指摘している（5）。
両者は，教員養成課程の質的保証と質的統制という認定制度の持つ二つの側面について日本と米国
を事例として考察しており，比較の観点からも有意義な研究である。そこでこれらの研究をふまえて
本稿では，オーストラリアを事例として教員養成プログラムの認定制度について考察し，その機能と
意義を明らかにしたい。オーストラリアでは現在全国的な認定制度の確立に向けた動きがあり，すで
に認定を実施している州の制度に関する調査研究が行われている。オーストラリアの認定制度は教員
の資質向上のための重要な施策のひとつであり，考察に値する事例であると考える。なお，連邦制に
より州の自治権が確立しているオーストラリアにおいて，教員養成に関しては各州の管轄であり，州
によって制度が異なる。そこで，本稿ではで州の中で最も早い時期に教員養成プログラムの認定制度
を導入したクイーンズランド州に焦点を当てて考察する。同州の認定制度は他州の有効なモデルとも
されており（6），有意義な考察対象であると考えるからである。
1　オーストラリアにおける教員養成プログラム
現在，オーストラリアの教員養成は大学をはじめとする高等教育機関がその役割を担っている。そ
のうち認定されたプログラムを実施している機関は38あり，そのほとんどが大学である（以下，大
学を考察対象とする。）（7）。大学は教育内容に関する自立性が尊重されており，行政からの統制を受
けることはない。必修科目や必要単位数なども指定されておらず，カリキュラムは大学の裁量に委ね
られ，教授方法や評価に関しても独自性が尊重されている。
オーストラリアの大学には多様な教員養成プログラムが設定されており，2006年現在認定を受け
た教員養成プログラムで学ぶ学生は約6万人いる（8）。教貞資格を取得する方法は大別すると3つあ
る。第一は，4年間の学部課程で教育学の学士号を取得することであり，第二は，3年間で教育学
以外の学士号を取得したあと大学院レベルの課程で1年あるいは2年履修して教員資格（Graduate
Diploma）を取得する方法である。第三は，学部課程で教育学および教育学以外の学位を同時に取得
する方法である。
1901年の連邦成立以来オーストラリアでは州の自治権が確立しており，教育を含め多くの権限が
州政府にある（9）。教員政策も原則として州政府の管轄であり，教員養成プログラムの認定や教員の
資格要件，人事制度などは州ごとに規定が異なる。一方，こうした州ごとに異なる教員政策につい
て国としての共通性，一貫性を持たせようとする動きもあり，連邦政府と各州（準州）（10）の教育大
臣で構成される審議会（MinisterialCouncilonEducation，Employment，TrainingandYouthAffairs：
MCEETYA）により2003年に「教職スタンダードのための全国フレームワーク」が作成されたりし
ているが，2008年4月現在，教員および教員養成に関する連邦レベルの統一した制度は存在してい
ない。また，オーストラリアでは教員養成プログラムの認定に関する議論が1960年代の半ば頃から
なされているが，現在，認定を法的に義務づけている州はクイーンズランド州，ビクトリア州，ニュー
サウスウェールズ州の3州であり，その中で公式な制度を確立しているのはクイーンズランド州とビ
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クトリア州のみである。
一方，ほとんどの州で教員登録制度が導入されている。教員登録制度は，養成プログラムを修了し
て教員資格を得た者が教職に就く際に登録を義務づける制度であり（11），教員養成と深く関わるもの
である。登録の条件は原則として認定を受けたプログラムを修了することであり，修了生は犯罪歴な
ど特別な問題がない限り自動的に登録が可能となる。そのため教員登録を管理する機関は教員養成プ
ログラムの基準を作成し，認定を行う責務も担っている。基準は，入学者選抜，教員養成機関として
の条件整備，カリキュラム，教育実習などについてであり，認定を行う際に登録機関は基準をもとに
大学と協議し，協働でプログラムの開発，改善を行っている。それゆえ，プログラムを認定（accredit）
するというよりも，承認（approve）あるいは是認（endorse）する要素が強い（12）。
2　クイーンズランド州における教員登録と教員養成プログラムの認定
クイーンズランド州で教職に就く場合は，「クイーンズランド教師会」（QueenslandCollege－Of
Teachers，以下，「教師会」）に登録することが義務づけられている。これは公立，私立を問わず，ま
た，初等，中等，就学前教育のすべてに該当し，クイーンズランド州以外や海外で教員資格を得た者
についても同様である。そして，教員はすべて登録された者の中から採用される。
クイーンズランド州はオーストラリアで最も早く教員登録制度を導入した州である。同州では
1960年代頃から教員に関わる議論の中で，教員の質を保証し，教職を専門職として位置づけること
を目的に教員登録制度を設け，登録した者のみが教員として採用されるべきであるという考えが強
まっていった。その後，州政府が教員登録制度を正式に導入したのは1973年のことである。導入当
初は各教員の自由意思で登録が行われており，強制力はなかった。しかし，登録の意義が教員組合や
採用機関，また，教員自身によっても認められるようになり，1975年には公立と私立の初等・中等
学校および公立の養護学校においてこれが義務化された。
制度導入時には，1971年に設立された「クイーンズランド教師教育委員会」（BoardofTeacher
Education，以下，「教師教育委員会」）が教員登録に関する責務を担うことになった。また，1978年
には私立の養護学校においても登録が義務化され，1981年には就学前教育にまで広げられた。1980
年代半ばになると教師教育委員会は教師教育に関する大規模な見直しを行い，その報告書の中でそ
の後の教師教育に関する数々の勧告を行った。1989年にはそれらの勧告を盛り込んだ「1989年教育
法」（以彿効用甘地血相吻肋威映り助が公布され，同年2月には「クイーンズランド教員登録
委員会」（BoardofTeacherRegistration，以下，「登録委員会」）が制定法上の独立した行政機関とし
て新たに設立された。さらに2004年から2005年にかけて，登録委員会の機能と権限に関する調査
検討が行われ，その結果84項目の提言内容を盛り込んだ新たな法律「2005年教育法」（且血Cα如乃
rO〝ee〝∫Jα乃dCoJJ聯〆乃αC如扉Acf2005）が制定された。これにより，教員登録制度には多くの改
善が加えられることとなり，登録委員会も2006年度より教師会と名称を変更し，その機能と権限を
さらに強めている（13）。
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教員登録は，高い能力を有する教員を確保すると同時に，教員の専門職としての資質・能力を維持
する上できわめて重要であるとされ，これによって望ましい資格と人格を有した者のみが教職に就く
ことが可能となる。登録の条件は，教師会よって認定された養成課程を修了して教貞資格を取得する
か，それと同等の能力を有することである。教師会は教員登録とともに，教員養成課程の認定に関し
ても責任を有しており，認定基準である「教員養成プログラム認定のガイドライン」（14）に基づいて
認定のための審査を行っている。以下において認定基準の内容について考察する。
3　認定基準
（1）認定基準の理論的根拠
認定基準は，養成プログラム認定のためのスタンダードとプログラムガイドライン，および認定の
プロセスから構成されている。そこでは，情報技術の発達やグローバリゼーションの影響により複
雑かつ急速に変化する社会において，教員には新たな知識や技能が必要であり，教員養成に関しても
様々な面での改革が必要であるという認識が示されている。これからの学校教育において生徒は，社
会的，文化的，経済的，また，科学技術の面で激しく変化する社会を正しく認識する必要があり，グ
ローバリゼーション，情報通信技術の発達，多様な家族，変化する労働形艶　新たなキャリア形成な
どがこうした社会に大きな影響を及ぼしていることを理解することが求められる。そのため，これか
らの社会では知識そのものよりも，知識を獲得してそれを応用する能力の方が重視される。生徒が社
会に参加する上で必要な能力は，学ぶための技能と，学びを伝達する技能，情報通信技術を活用する
技能，集団に貢献する力，変化に対応する能力，そして自己を認識する能力であり，これらはまた教
員にも求められるものである（15）。こうした能力を育成するために，養成課程では学校現場とのパー
トナーシップ，現場の課題に対応した養成，研究結果に基づいた理論と実践の統合，情報通信技術を
利用した教授学習の向上などが重視されている。従来から教員に必要とされていた教科，教授学習，
カリキュラム等に関する知識とともに，生活経験の中で形成される価値観や信念を自ら検証する能力
や，学校を取り巻く多様な人材とのコミュニケーション能力なども育成されねばならない。また，す
べての子どもたちの可能性を伸ばすために，多様なニーズへの対応や社会的公正の観点も重視されて
いる。
（2）教員養成プログラム認定のためのスタンダード
養成プログラム認定のためのスタンダードが初めて示されたのは，登録委員会が1990年に作成し
た「教員登録を目的とした教員養成プログラムの認定に関する指針」を2002年に改訂した時である。
1990年の指針では，修了生が教員登録を行うためには大学はどのようなプログラムを提供したらよ
いかについての基準が示されていたが，習得すべき資質・能力は「教員の役割」として指針の一部に
記載されるにとどまり，養成の成果としての資質・能力を明確に示したものではなかった。それゆえ
2002年版では，修了生のための5項目のスタンダードを指針から独立させ，プログラム修了生が教
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職をスタートさせるために最低限必要な資質・能力を，教員養成の到達目標として明示した。
さらに，2007年から施行されている現行のスタンダードは10項目となり（表1），プログラム修了
生が暫定的な登録（仮登録）を行うために必要な資質・能力を示した「教員養成プログラム認定のた
めのスタンダード」（StandardsforPurposesofApprovalofPre－SerVice′nacherEducationPrograms，
以下，「教員養成スタンダード」）と，すでに暫定的な登録を行っている教員が本登録を行うために
必要な資質・能力を示した「クイーンズランド州の教員のための専門職スタンダード」（Professional
StandardsforQueenslandTeachers，以下，「教職スタンダード」）による二層構造のスタンダードと
なっている。これは2005年の改革時にそれまでの5項目のスタンダードを大幅に改訂したものであ
るが，それまでのスタンダードには教員に必要とされる資質・能力が網羅されてはおらず，大まかで
あり，明示的ではないという批判が強かったからである（16）。また，養成機関がスタンダードをどの
ように実現しているのかを示す根拠も明確にされておらず，個々の学生が習得した資質・能力を評価
する方法や，達成の根拠を示す方法が曖昧であるという課題もあった。さらに，州教育省が現職教貞
の職能開発のために作成している教職スタンダード（17）や先述の「全国フレームワーク」との関連性
も薄かった。そのため，2002年版のスタンダードを基盤として，さらに詳細なスタンダードが作成
されたのである。
表1教員養成プログラム認定のためのスタンダード（教員養成スタンダード）
ス タンダー ド 1 個人や学習集 団の興味 を引 く柔軟 な学習 を計画 し，実施する。
ス タンダー ド 2 言語， リテラシー，ニ ュー メラシーの能力 を発 達 させ る学習 を計画 し，実施す る。
ス タンダー ド 3 知的興味 をか きたて る学習 を計画 し，実施 する。
ス タンダー ド 4 多様性 を尊重す る学習 を計画 し，実施す る。
ス タンダー ド 5 生徒の学習 を構 造的 に評価 し，成果 を通知 する。
ス タンダー ド 6 個人の成長 と社 会参加 を支援す る。
ス タンダー ド 7 安心感のある，支援的 な学習環境 を設定 し，維持 する。
スタ ンダー ド 8 家庭 や地域 との生産的 な関係 を積極的 に構築す る。
ス タ ンダー ド 9 教 職集団に積極 的かつ効果的 に参加 し，貢献す る。
ス タンダー ド10 内省 的な実践 と継続的な職能成長 に専心す る。
出典：QueenslandCollegeofTeachers（2007）programAMrovalGuidelinesカrPre，SerVice77mher
且血Cα血刀により筆者作成。
「教員養成スタンダード」は「教職スタンダード」を教員養成課程の学生に適合させたもので，学
生が修了時までに確実に習得すべき資質・能力をスタンダードとして示し，表題，実践力，知識およ
び価値の4つの部分から構成されている。スタンダードは，①教授学習，②学校内外における関係性
の構築，③内省的実践と専門性の向上に対する義務の3つの側面に分けられる。また，スタンダード
は教職課程修了生が「何」（what）を身につければよいかを示したものであり，それを「どのように」
（how）習得させるかについては大学の責任とされている。それゆえ，認定を受けようとする大学は，
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到達目標，プログラムの内容，教授方法の妥当性等を明確に示し，プログラムによって学生が確実に
スタンダードを達成できるという根拠を提示しなければならない。また，これら10項目のスタンダー
ドは個々に切り離されたものではなく，相互依存の関係にあり，それぞれの要素が統合されて教員に
必要な資質・能力となる。このようなクイーンズランド州のスタンダードモデルは先述の全国フレー
ムワークとほぼ一致しており，そこには全国的一貫性への接近が見られる。
（2）プログラムガイドライン
プログラムガイドラインには，教員養成を行う高等教育機関の一般条件，入学者の選考方法，養
成プログラムの内容，教育実習等についての条件が示されている（表2）。表からも明らかなように，
設置すべき科目や単位数，履修時間や学年の指定などの細かな規定はなく，ガイドラインの運用幅は
広く設定されている。これは，教員養成機関としての大学の専門性が尊重されているからである。す
なわち，ガイドラインはあくまでも大学がプログラムを開発するための指針であって，ガイドライン
をどう運用するかは大学の裁量にゆだねられているのである。
表2　教員養成プログラムガイドライン
1　教員養成を実施する高等教育機関の一般条件
①　教員養成に携わる教員は，質の高い高等教育を提供することができる高度な専門的知識を持つ有資格
教員とする。
②10名以上のフルタイム教員を配置し，学生と教員の比率は16対1以下とする。
③　プログラムは確かな研究結果に基づいた内容であり，教員養成に関する報告書や勧告等を考慮したも
のとする。
（初　主要関係機関との協議によりプログラムを開発する。
⑤　質の高いプログラムが提供できる施設や設備，学習資料，情報通信技術などを備える。
⑥　学生が教員養成スタンダードを達成したことを明確に示すことのできる評価方法を採用し，達成でき
ていない学生には単位を与えない。
⑦　継続的にプログラム内容を吟味して改善する。
⑧　学生支援システムの情報を適切に提供する。
⑨　教授対象学年を明確にする。
2　入学者の選考方法
（∋　公正なアクセスを実現する。
②　確実な英語能力を有すること。（プログラム修了までにIELB7の能力を有する。）
③　学部プログラムは，最低限の英語能力を必要とし，大学院プログラムは，学部段階で将来の教授科目
に関する十分な知識が習得されていることとする。
④　教員としての適性を備えていること。
3　養成プログラムの内容
①　理念および学生が習得すべき到達目標を明確に示す。
（塾　今日的課題に対応しながらも，将来を見通したプログラムである。
③　プログラムの到達目標，達成すべきスタンダード，評価基準と評価の方法を明確に示す。
④「オーストラリア資格フレームワーク」（18）の必要条件を満たす。
⑤　フルタイムで最低4年間（あるいはそれと同等）の課程であり，その中に最低1年間の教職専門教育
を含む。
⑥　教育専門分野，教科分野，および教育実習から構成される。
⑦　教育専門分野は理論と実践を包括的に学習する。（例：哲学，心理学，学校教育の社会的側面，カリキュ
ラム学習，教授学習，教育実習など）
⑧　教科分野では一般教養と教科に関する専門知識を習得する。
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4　 政策上の優先分野 （常に更新される。）
（ヨ　 クイーンズランド州のカリキュラムフレームワーク
（卦　 先住民文化の学習と先住民生徒および非英語系生徒のニーズへの対応
（彰　 リテラシー，ニューメラシーの能力とその教授能力
④　 個々の生徒の学習ニーズへの対応
⑤　 情報通信技術の活用
⑥　 教室における生徒の掌握と管理
⑦　 生徒保護に関する知識，教職倫理と教職に関する法的知識
5　 教育実習
（丑　 大学における学習との融合をはかる。
②　 大学 と実習校で責任 を共有する。
③　 大学 と実習校の連繋によるプログラムを開発する。
④　 実習に携わる関係者の責任範囲を明確にする。（特に評価に関して）
⑤　 多様な実習場面を体験する。（例 ：年齢，ジェンダー，学習，能九　 社会的状と軋　 地理的条件，文化
特別ニーズ）
（◎　 最低 2校以上で実施する。
⑦　 学部プログラムでは，最低 100日間で，80日間は学校 またはそれに準ずる教育機関で実習を行 う。（大
学院プログラムは75日と55日）
出典：QueenslandCollegeof′Rachers（2007）伽卯m4押rovalGuidelinesbr丹eTSerVice777acherEducationにより
筆者作成。
4　教員養成プログラムの認定方法
教員養成プログラムの認定は，教師会の常任委員会のひとつである教職スタンダード委員会
（ProfessionalStandardCommittee：PSC）が行っている。教職スタンダード委員会は，教員養成プロ
グラムの認定のほかにも，教職スタンダードの開発とその活用，現職研修の枠組み，教職復帰プログ
ラム（ReturningtoTeachProgram）に関する責任，仮登録および本登録の審査と手続き，登録更新，
教授許可認定（PermissiontoTeach），認定に関わる政策についての助言等に関しても責任を負って
いる。同委員会は，教師会理事会，登録常任委員会，教育省，私立学校関係機関，大学，教員組合，
現職教員，地域コミュニテノらクイーンズランド学習局の代表等で構成される。委貞長は役員会のメ
ンバーの中から選出される。委員会には大学ごとに審査小委員会（Panel）が設置されており，教員
養成プログラムの内容を吟味し，協議と助言を中心とした審査を行っている。審査小委員会は，1名
以上の教職スタンダード委員会のメンバー，採用機関の代表1名，大学教員2名（1名は学部長また
はそれと同等の立場の者），現職教員1名以上，教師会の教職スタンダード部門の職員で構成される。
委員長は教職スタンダード委員会のメンバーが務める。
認定の手順は図1に示す通りである。大学は認定申請書を提出する前にまず審査委員と予備協議を
2回以上行い，プログラムが認定基準に適合しているか否かについて両者で検討する。その上でプロ
グラム開始の6ケ月以上前までに申請書その他の書類を教師会に提出する。審査は審査小委員会が行
うが，必要に応じて養成機関との再協議も行う。審査では，スタンダードの要素がプログラム全般に
包摂されており，また，単なるチェックリストとして使用されていないことの確認が重視されている。
審査が終了し，プログラムが認定基準を満たしていると判断された場合，審査小委員会は教職スタン
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ダード委員会に審査報告書を提出する。教職スタンダード委員会は報告書を検討し，認定を決定する。
ここで認定を受けたプログラムは第1次認定プログラムとして位置づけられる。認定が認められない
場合，教師会は理由を添えて養成機関にその旨を通知し，プログラムの再検討を要求する。また，大
学側が申請の不受理に納得しない場合は再審査を請求することができる。
図1教員養成プログラムの認定プロセス
出典：QueenslandCollegeofTeachers（2007）pytyramAMnvalGuidelinesjbrP柁づerVice7bacheγEducationp．25
により筆者作成。
第1次認定は，当該プログラムの第1期修了生が卒業するまで（一般に学部課程は4年，大学院課
程は1年）有効であるが，大学はその間も毎年プログラムについて審査委員会との協議，検討を行い，
更新手続きを行わなければならない。また，プログラム内容を変更する場合も事前の承認が必要であ
る。第1次認定から5年以内に第2次認定が行われる。第1次認定プログラムの履修生が修了に近づ
くと，審査小委員会の委員は大学を訪問し，第2次認定に向けた協議を開始する。この協議では，大
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学の教員だけでなく，最終学年の学生や卒業生，実習校の教員，採用機関などからの意見も聴取され
る。こうして5年ごとに継続的に認定の更新が行われていく。
5　クイーンズランド州における教員養成プログラム認定制度の機能とその意義
以上クイーンズランド州における教員養成プログラムの認定制度について考察したが，その結果，
同制度は次のような機能をはたしていることが明らかになった。まず，教貞養成プログラムの質を保
証する機能である。クイーンズランド州における認定制度は教員登録制度と深く結びついていること
は先述の通りであるが，1970年代初めに登録制度が導入されたのは戦後から続いていた教員不足に
呼応したものであった。当時は教員不足対策として短期の教員養成コースが設置され，多くの教員が
十分な養成期間を経ずして教職に就いていた。その結果，社会の中で教員養成に対する懸念が増大し
たため，教員養成の見直しが行われることになったのである。見直しでは，教師教育委員会を設立し
て，同委員会の管轄で教員登録および教員養成プログラムの認定を行うことが勧告として出された。
教員として登録されるのは認定されたプログラムの修了生に限定されるため，教師教育委員会は社会
のニーズに対応するためのメカニズムを確立することが要求され，これが今日の認定制度に引き継が
れている（19）。こうした経緯からクイーンズランド州の認定制度は，勝野が指摘するような質的保証
と質的統制の二面性を有しながらも，教員養成の質を維持し，向上させ，社会に対してその質を保証
する要素の方が大きいと言える。
また，認定はスタンダードに基づいて行われており，認定を受けるために大学は学生がスタンダー
ドに示された資質・能力を確実に習得できるという根拠を示さなければならない。すなわち，大学は
修了生の教員としての資質・能力を保証し，その評価に責任を持たねばならないのである。また，ひ
とたび認定を受けても，教師会によるプログラムの審査は継続して行われ，大学は毎年プログラムに
関する報告書の提出を求められる。スタンダードは教員として最小限必要な資質・能力を示したもの
であるため，学生がスタンダードを達成できるプログラムが常に実施されていなければならないから
である。それゆえ，スタンダードは教員養成の到達目標として，大学がカリキュラムを編成し，それ
を発展させるための根拠としての機能をはたし，認定制度がそれを促進させていると言える。
さらに，認定は教師会，大学，採用機関，その他の教育関係機関の協働により実施されており，認
定制度は，関係機関が協力してプログラムを開発する協働体制構築の機能もはたしている。教師会は
行政機関であるが，制定法上の独立した機関であり，教育省などからも独立した法的権限を有してい
る。前述のように，プログラムの認定を行う教師会の審査委員会および審査小委員会はいずれも教師
会の役員のほか，大学教員や現職教員など各種教育関係機関の代表で構成されている。特に，現職教
員が複数含まれることは，学校現場の意見が教員養成に反映され，現場のニーズに対応した養成が行
われることにつながる。また，認定のためのプログラムの検討では，審査委員会が一方的に申請内容
を審査して，認定の可否を通知するのではなく，予備協議の段階から常に大学との間で協議や相談を
行い，プログラム内容に改善を加えながら，両者でプログラムを開発するという要素が非常に強い。
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認定更新に際しても，大学の教員だけでなく，現役学生や卒業生，実習校の教員，採用機関の関係者
などから幅広い意見の聴取が行われており，認定をする側とされる側の対峠した関係の中で認定が行
われるのではなく，双方向的（interactive）かつ協同的（collaborative）なプロセスの中で，同僚怪
（collegial）を重視した認定が行われていると言える（20）。
まとめ
本稿では，オーストラリアのクイーンズランド州を事例として，教員養成プログラムの認定制度に
ついて考察した。その結果，認定制度にはいくつかの機能が存在することが明らかになった。それら
は，教員養成の質を保証する機能であり，また，大学が教員養成カリキュラムを編成し，発展させる
ための根拠としての機能である0さらに，認定を行う機関と大学とが協力してプログラムを開発し，
教育関係機関の間に協働体制を構築し，同僚性を高める機能も有している。
クイーンズランド州の教員認定制度は教員登録制度と連結しており，認定のための審査は，修了
生が教員としての登録を行うために必要な資質・能力が習得できるプログラム内容であることが重
視されている0すなわち，養成プログラムの内容やプロセスよりもその結果に重点が置かれており，
OECDの調査結果で効果が明らかにされた内容との一致が見られる。また，認定の審査は登録機関
である教師会によって行われるため，教師会と大学の間には認定をする側とされる側の一定の緊張関
係は存在しながらも，両者が協働で効果的なプログラムを開発する要素が非常に強い。このことは，
近年重視されるようになってきている教員養成におけるパートナーシップの構築にも寄与するもので
あり，クイーンズランド州の事例から得られる示唆は大きい。
クイーンズランド州における新たなガイドラインによる認定制度は2007年度より始まったばかり
である0それゆえ，制度の効果を判断するためには今後の実践の蓄積が必要である。また，オースト
ラリアではクイーンズランド州以外の州でも教員認定制度の確立に向けた動きが進行中である。今後
は他州の動向も合わせて考察を深めていきたい。
注（1）OECD（2005）九面那此血‥肋融簸川肋軸物湖“輸血毎朝触海乃融肌，国立教育政策研究所
国際研究・協力部監訳『教員の重要性一優れた教員の確保・育成・定着－』，pp．125－127．
（2）丑祓
（3）中央教育審議会（2005）「今後の教員養成・免許制度の在り方について（中間報告）」
（4）勝野正章（2006）「教職課程の認定と評価をめぐる最近の政策について」日本教師教育学会編『日本教師教
育学会年報』第15号，pp．26－32．
（5）小野瀬善行（2007）「米国テキサス州における教員養成評価制度に関する研究一州の教員養成機関に対する
機能変容に着目して－」日本教師教育学会編『日本教師教育学会年報』第16号pp．130－139．
（6）Ingvarson，L・eLal・（2006）TeacherEducationAccreditation：Arevieu，dnationalandintem。ti。nalt，ends。nd
相Ctices，AustralianInstituteforteachingandSchooILeadershipIm，p．12．
（7）DEST（2002a），77zachereducationcomesandcompletions，initialteachereducationcounesandl999，2000
α乃d20の印判弛め叫p．1．
（8）MinisterialCouncilonEducation，Employment，TrainingandYouthAffairs（2006）NationalRqPorton
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Sc短oJ乃g形A〝扉のαJα2006，p．20．
（9）オーストラリアは6つの州と2つの準州で構成されている。
O＿0）MinisterialCouncilonEducation，Employment，TrainingandYouthAffairs，（2003），NationalPhmeworkbr
Prq／i－∫J／0〃〝15√（川rJのTか．長け符〝（イIJJ樽
的　2008年現在，首都直轄区以外のすべての州で教員登録（ニューサウスウェールズは教員認可）制度を実施
している。
仕2）Ingvarson，Let．al．（2006）pp．cit．，p．5．
個　教員登録制度の改革については，本柳とみ子（2006）「オーストラリアにおける教員登録制度改革と教師教
育」，『早稲田大学大学院比較・国際教育学論集』創刊号，早稲田大学大学院教育学研究科比較・国際教育学
研究会，pp．3－18を参照。
84）QueenslandCollegeofTeachers（2007）物m4紳rovalGuidelinesjbr丹e－SerVice乃acherEducation．
し151〃IJ（1．
86）MarilynMcMeniman（2004）Revieu，dthelbwe7SandnLnCtionsdaeBoaydd77mherRqistmtion，p・45．
仕7）EducationQueensland，（2002），鋤ssionalStandardsカr7bache73，GuidelinesbrPyqfbssionalhutice．
h仕p‥／／education．qld．gov．au／staff／1earning／standards／teachers／pdfs／profstandards・pdf（2007年12月18EI）
個　高校や高等教育機関（専門学校や大学）で取得した単位や学位，資格が全国的に認定され，互換できるシ
ステム。
㈹Ingv∬SOn，L．紘αも（2006）砂C級，p．13．
初　期壷，p．11．
